（様式８）

神奈川県立花と緑のふれあいセンター（仮称）特定事業

事業計画提案書

（４）事業計画に関する提案書

[image: image1.emf]項目 リスクの種類 リスクの内容 №

構成員 構成員以外 ＳＰＣ

共通 契約締結リスク 選定事業者と契約が結べない、または契約手続

きに時間がかかる場合

1

許認可リスク 許認可の遅延 2

税制度リスク 民間事業者の利益に関わる、既存税の税率変更

によるもの、又は新税の設定によるもの

3-1

外形標準課税の導入によるもの、又はその税率

の変更によるもの

3-2

社会リスク 住民対応リスク 施設の建設・調査・工事作業に関する住民反対

運動・訴訟・要望に関するもの

4-1

施設の維持管理に関する住民からの反対運動・

訴訟・要望に関するもの

4-2

環境問題リスク 不測の事態等により生じた、又は当初予期でき

なかった土壌汚染に係わるもの

5-1

土壌汚染に関わるもの 5-2

地盤沈下に関わるもの（整備） 5-3

地盤沈下に関わるもの（運営） 5-4

大気汚染・水質汚染に関わるもの 5-5

来園者の誘導ミス等により周辺道路の交通混雑

を引き起こしてしまったもの

5-6

第三者賠償リス 騒音・振動・光・臭気等に関するもの 6-1

施設の瑕疵や、事業の実施（施設整備・運営・維

持管理）による事故に関するもの

6-2

外部侵入者等による事故・犯罪に関するもの 6-3

デフォルトリスク（事

業の延期・中止リス

ク）

民間業者の責に

よるもの

事業者の事業放棄・破綻や、契約違反・債務不

履行によるもの

7-1

事業者が提供するサービスの品質・利用しやす

さが一定のレベルを下回った場合

7-2

無許可での民間事業者の交代又は主要義務の

違反

7-3

最終期限日までに工事が完成しなかった場合 7-4

不可抗力 戦争・内乱・軍事紛争、生物学的汚染・化学汚

染・核汚染

8-1

台風・風水害・天候・病害虫 8-2

地震 8-3

その他自然災害 8-4

その他不可抗力による施設の損傷等 8-5

計画･

設計段

階

計画・設計リスク 発注者責任リス

ク

工事請負契約の締結（延期等）や内容（ミス・変

更等）に関するもの

9-1

測量・調査リスク 事業者が実施した測量・調査に関するもの 9-2

応募リスク 応募費用に関するもの 9-3

資金調達リスク 必要な資金の確保に関するもの 9-4

建設段

階

工事リスク 工事遅延リスク 工事が契約より遅延する、または完工しないリス

ク

10-1

施工監理リスク 施工監理に関するリスク 10-2

工事費増大リス

ク

県の指示によるもの以外の工事費の増大・予算

超過

10-3

性能リスク 要求仕様不適合（施工不良含む） 10-4

施設損傷リスク 使用前に工事目的物や材料他、関連工事に関し

て生じた損害

10-5

物価・金利リスク インフレ・デフレ、金利の変動 10-6

展示・

映像製

作段階

製作リスク 製作遅延リスク 製作が契約より遅延する、または完成しないリス

ク

11-1

性能リスク 要求仕様不適合（施工不良含む） 11-2

リスク分担者名

（※具体的な事業者が決定している場合は事業者

名を、決定していない場合は○印を記入）

８－７－２　　リスクへの対応②(リスク分担一覧表）


（様式8－1）

8－1　　事業費の調達に関する考え方

当初整備費の資金調達計画について記入してください。

	当初整備費
	　　　　　　　　円

	資金調達
	自己資本（株式出資、株主企業による劣後ローン、匿名組合出資を含む）
	円

	
	外部借入等（上記以外の調達）
	円

	
	総資金調達額
	円


備考１　当初整備費は様式6-11と、総資金調達額は様式8-11-4 長期収支計画表の「資金調達」の金額と整合をとってください。

２　自己資本の内訳及び外部借入等の内訳は様式8-2、8-3に記入してください。

３　自己資本は株式出資の他、株主企業による劣後ローン、匿名組合出資（株主企業によるものか否かは問いません）を含みます。

４　外部借入等は自己資本以外の調達資金すべてを含みます。社債発行を想定している場合は、「外部借入等」に含めてください。

[image: image2.emf]８－１１－４　　長期収支計画表

外部借入について借入期間中に金利改定を行う場合は、様式８－３で見込んだ改定後の金利を前提に記載してください。

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

科目 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8

収入計

サービスの対価

本件施設の割賦代金及びこれにかかる支払利息

割賦代金

支払利息

維持管理・運営費

修繕・更新費

利用料金収入(入園料金、駐車場・会議室利用料金）

実費収入

気づき体験事業

園芸教室・農業講座事業

県民参加事業

複写代

広告収入

協賛金収入

サービス事業収益

レストラン事業

売店事業

余裕金運用益

その他

（収入のうち仮受消費税）

サービスの対価　割賦代金相当分

サービスの対価　維持管理・運営費相当分

サービスの対価　修繕・更新費相当分

利用料金収入相当分

実費収入相当分

広告収入相当分

協賛金収入相当分

サービス事業収益相当分

その他相当分

小計

収

支

計

画


（様式8－2）

８－２　自己資本内訳

①自己資本内訳

「事業費の調達に関する考え方」（様式8-1）で記入した自己資本の内訳について、次表にその内容を記載してください。

	出資企業・法人名
	代表企業 ◎

構成員 ○

　　を記入
	株式出資額
	議決権がない株式の内容
	匿名組合出資額
	株主企業による劣後ローン額

	
	
	
	議決権
	
	
	

	
	
	円
	
	
	円
	円

	
	
	円
	
	
	円
	円

	
	
	円
	
	
	円
	円

	
	
	円
	
	
	円
	円

	
	小計
	円
	
	
	円
	円

	自己資本総額
	
	
	
	
	円


備考１　出資企業・法人名は、出資割合の高い順に記入してください。

２　議決権のある株式と議決権のない株式が分かるように、議決権がある株式については○印を記入してください。代表企業を含む構成員が出資する議決権のある株式出資で特別目的会社の過半数の株式を保持する必要があります。（入札説明書Ｐ15参照）なお、議決権がない株式については、その内容を記載してください。

３　劣後ローン及び匿名組合出資を予定している場合は、その内容を様式8-4に記入してください。

４　記入枠は出資企業数にあわせて適宜追加してください。

②出資時期

　特別目的会社の設立規模及び増資計画について記入してください。

	
	出資者
	株式出資額

	特別目的会社設立時（設立予定時期）
	
	円

	
	
	円

	増資等
	（増資等の時期）
	
	

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	株式出資額計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


備考１　本表の株式出資額計は、①自己資本内訳　株式出資額の小計と整合をとってください。

[image: image3.emf]対応方法 保険付保※

(様式８－７－２）

２　特別目的会社設立後、資本金に変動があることが計画されている場合は、増資等の時期にあわせて適宜追加してください。

（様式８－３）

８－３　　外部借入等について

「事業費の調達に関する考え方」（様式8-1）で記入した外部借入等について、その内訳、借入条件等を記入してください。金利改定を予定している場合は、借入期間毎に記載してください。金利改定後の借入金利も見込んで記載してください。

	円
	融資企業等の名称※
	備考

	
	
	借入条件

　借入時期：　年　月

　借入期間：　年　月～ 　年  月（内 据置　年）

　借入金利：

　返済条件：


	

	
	
	想定している担保設定


	

	円
	融資企業等の名称※
	

	
	
	借入条件

　借入時期：　年　月

　借入期間：　年　月～　年　月（内 据置　年）

　借入金利：

　返済条件：


	

	
	
	想定している担保設定


	

	円
	融資企業等の名称※
	

	
	
	借入条件

　借入時期：　年　月

　借入期間：　年　月～　年　月（内 据置　年）

　借入金利：

　返済条件：


	

	
	
	想定している担保設定


	

	外部借入等合計
	円


備考１　記入枠は融資企業数にあわせて、適宜追加してください。記入枠が小さい場合は、適宜加工してください。

２　借入返済順位が優先されるもの（優先順位の高いもの）から順番に記入してください。

３　返済条件については出来る限り詳細に記入してください（ex.元利均等返済・元金均等返済）

４　外部借入については、想定している担保設定について記入してください。

５　関心表明書を取得している場合は、備考欄にその旨記入してください。

[image: image4.emf]項目 リスクの種類 リスクの内容 №

構成員 構成員以外 ＳＰＣ

運営管

理段階

メンテナンス・リスク 施設・設備のメンテナンス（計画・実施の落ち度）

リスク

12

収入減少リスク

（需要リスク）

需要リスク 13-1

計画遂行リスク 13-2

コスト増大リスク 予算超過、計画遂行リスク 14-1

総人件費上昇リスク（雇用環境の変化） 14-2

総人件費上昇リスク（法制度の変更） 14-3

金利リスク 14-4

物価リスク 14-5

管理リスク

（現金管理）

徴収、現金管理リスク 15-1

犯罪リスク 15-2

未収リスク 15-3

支払遅延リスク 金利、外部委託費、料金、人件費の支払遅延リ 16

人事管理リスク 勤怠管理リスク 社員の職務怠惰リスク 17-1

労務管理 ストライキリスク 17-2

雇用リスク 募集、退職リスク 17-3

協力者管理リスク 18

植栽事業リスク 種苗の調達、品質リスク 19

維持管理・点検リスク 栽培管理、農作物管理リスク 20-1

建物・設備、展示映像設備の維持管理・点検リス 20-2

リニューアルリスク 技術の陳腐化、新事実の発見による陳腐化によ

る展示のリニューアルリスク

21-1

当初予想を著しく超える陳腐化による展示のリ

ニューアルリスク

21-2

インタープリターリ

スク

インタープリター育成・管理リスク 22

気づき体験事業リ

スク

企画立案リスク 23-1

教材の調達、品質リスク 23-2

情報提供事業リス 情報収集リスク 24

園芸教室・講習会・

農業講座リスク

講師募集、教材調達リスク 25-1

講師手配リスク 25-2

サービス事業リスク 収益リスク 26-1

調達リスク 26-2

委託先撤退リスク 26-3

備考１　リスク分担者が複数いる場合は、すべての企業・法人名を記入してください。

２　ＳＰＣにとどまるリスクについては「ＳＰＣ」の欄に印をつけてください。

３　リスク分担者が決まっていないものについては空欄で構いません。

４　維持管理・運営業務において、リスク分担する予定の者の他にバックアップサービサーの設置を想定している場合は、「対応方法」にその旨を記述し、様式8-8-3に具体的なバックアップサービサーの名前と

　　バックアップの方法等について記述してください。

５　リスク分担の対応方法として保険の付保を想定している場合、枠内に○印をつけ、具体的な保険内容については、様式

8-7-3

に記入してください。

６　リスク分担の対応方法については、できるだけ具体的に記入してください。

リスク分担者名

（※具体的な事業者が決定している場合は事業者

名を、決定していない場合は○印を記入）



（様式８－４）

８―４　その他資金調達方法

	劣後ローン、匿名組合出資等その他の資金調達を計画している場合は、その内容（出資等企業名、出資等の条件等）を具体的に記載してください。




[image: image5.emf](単位：円）

30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

事業期間総計

(様式８－１１－４）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式８－５）

８－５　　スプレッドの設定

1 サービスの対価の算定根拠となる20年物（円―円）金利スワップレートに上乗せするスプレッドを記入してください。

上乗せするスプレッド　　　　　　　　％
2 上記スプレッドの算出根拠を記載してください。

（例）事業所要資金を6ヶ月LIBOR＋○％程度の変動金利で調達予定。

      同資金に係る金利をSWAPで20年もの固定金利に変換予定。

      変換後の金利は年△％（＝20年物SWAPレート＋□bp）を見込んでおり、

      金利は、この調達コストに◆bpのスプレッドを載せた金利を希望。

      スプレッドは□bp ＋ ◆bp ＝ 50bp（＝0.5％）

[image: image6.emf]支出計

人件費

運営業務費

維持管理業務費

植栽維持管理業務費

修繕更新業務費

サービス事業費

レストラン事業

売店事業

割賦原価

支払利息

劣後ローン利息

保険料

その他

（支出のうち仮払消費税）

税引前当期損益

法人税等

税引後当期損益

20 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

科目 -1 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8

資金需要

設備投資

借入返済（計）

借入返済①

借入返済②

借入返済③

劣後ローン返済

開業費

その他

資金調達

当期損益

借入金(計）

借入金①

借入金②

借入金③

劣後ローン借入

資本金

その他

当期資金過不足

資金過不足累計

借入残高

借入金

運転借入金

資産計

現預金

当初リザーブ

積立金

その他

有形固定資産

開業費

負債・資本計

設備借入金

運転借入金

未払法人税等

資本金

剰余金・欠損金

備考１　収入計における仮受消費税の算出上、支払利息については非課税扱いとしてください。

２　様式に示した項目は例示です。必要な項目について、適宜追加、記入してください。

３　「その他」については可能な限り詳細に記入してください。

４　物価変動を見込まない額を記入してください。

５　様式

8-11-2から8-12について

はマイクロソフトEXCEL形式（ホームページよりファイルのダウンロード可）でA3横書きで提出し、様式間で相互の整合性が確認できるよう計算式及びリンクを残した形で保存したファイルを提出してください。

６　「借入金」「設備借入返済」「支払利息」については様式8-3で提案した借入金別に記入し、内訳を明記してください。

７　借入及び劣後ローンを複数想定している場合は、各借入、各劣後ローン別に記入してください。

８　計算の前提となる金利水準は、基準金利2.573％（東京時間午前10時にテレレート17143頁に発表された平成18年4月12日のTSRLIBORベース20年物（円－円）金利スワップレートの中値）に、様式8-5で提案したスプレッドを加えたものとします。

９　利用料金等収入は様式8-11-2と整合をとってください。支出等は、様式5-3で推計した維持管理・運営期間中の需要変動に合わせ、様式7-10-3、7-13-1、7-13-2、7-13-3、7-13-4、7-13-5と整合をとってください。

10　積立金は様式8-8-1の運転資金の不足に対する対応策として、配当の一部積立を行うものを指します。その他を想定している場合は、区別し項目を明記してください。

11　金利は1年単利で計算してください。

12　1年は365日で計算してください。

13　各年度は4月から翌年3月までとします。

資

金

計

画

貸

借

対

照

表

 

（様式８－６－１）

８－６－１　資金計画の確実性①（関心表明書等）

　資金計画の確実性への対応策を下記から選択し（複数可）、証明する書類を添付してください。

	想定ケース
	チェック欄

	事業に関する金融機関からの関心表明書の取得
	

	金融機関からの融資確認（タームシート）の取得
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５　様式8-11-2から8-12について

はマイクロソフトEXCEL形式（ホームページよりファイルのダウンロード可）でA3横書きで提出し、様式間で相互の整合性が確認できるよう計算式及びリンクを残した形で保存したファイルを提出してください。

８　計算の前提となる金利水準は、基準金利2.573％（東京時間午前10時にテレレート17143頁に発表された平成18年4月12日のTSRLIBORベース20年物（円－円）金利スワップレートの中値）に、様式8-5で提案したスプレッドを加えたものとします。

９　利用料金等収入は様式8-11-2と整合をとってください。支出等は、様式5-3で推計した維持管理・運営期間中の需要変動に合わせ、様式7-10-3、7-13-1、7-13-2、7-13-3、7-13-4、7-13-5と整合をとってください。

事業期間総計

　提案受付番号：

　具体的な金融機関の関与について、特に考えていることがあれば記載してください。

（様式８－６－２）

８－６－２　資金計画の確実性②（契約終了時の対応策）

	事業者の責による契約終了時の対応策について、以下に留意して具体的に記載してください。

・サービスの対価のうち、本件整備費等相当額の残額の10％以上の資金の確保
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４　維持管理・運営業務において、リスク分担する予定の者の他にバックアップサービサーの設置を想定している場合は、「対応方法」にその旨を記述し、様式8-8-3に具体的なバックアップサービサーの名前と

　提案受付番号：
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（様式８－７－１）

８－７－１　リスクへの対応①（リスク分担の考え方）

	事業者が負担するリスクについてどのように対応するか、考え方を記載してください。
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（様式８－７－３）

８－７－３　リスクへ対応③（保険の付保）

予定している保険についてすべて記入し、その内容について具体的に記入してください。

	段階
	保険の種類（名称）
	内容

	建設
	
	保険契約者
	

	
	
	被保険者
	

	
	
	対象範囲
	

	
	
	補填額（限度額）
	

	
	
	保険料（円／年）
	

	
	
	免責金額
	

	
	
	保険契約者
	

	
	
	被保険者
	

	
	
	対象範囲
	

	
	
	補填額（限度額）
	

	
	
	保険料（円／年）
	

	
	
	免責金額
	

	運営
	
	保険契約者
	

	
	
	被保険者
	

	
	
	対象範囲
	

	
	
	補填額（限度額）
	

	
	
	保険料（円／年）
	

	
	
	免責金額
	

	
	
	保険契約者
	

	
	
	被保険者
	

	
	
	対象範囲
	

	
	
	補填額（限度額）
	

	
	
	保険料（円／年）
	

	
	
	免責金額
	


備考１　記入欄が足りない場合は適宜追加して記入してください。

２　各保険料（円／年）の合計は様式8-11-4の保険料の金額と整合をとってください。



（様式８－７－４）

８－７－４　リスクへの対応④（収入回復のための対応策）

	　維持管理・運営期間中、利用料金等収入が計画を下回った場合の、収入を回復させるための対応策について具体的に記載してください。




備考　必要に応じて枚数を増やしてください。
（様式８－８－１）

８－８－１　事業の継続性①（基本的な考え方）

　１　事業期間を通じて事業を継続的に実施するための基本的な考え方を記載してくださ

い。

　２　維持管理業務及び運営業務に対するバックアップ体制の内容について具体的に記載してください。

	業務名
	内容
	サービス名

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


備考　欄が足りない場合は追加してください。


（様式８－８－２）

８－８－２　事業の継続性②（運転資金不足への対応策）

	　事業期間中にサービスの対価の減額等予期せぬ出来事等により運転資金が不足した場合の対応策について、具体的に（例：金額、劣後ローンの株主及び返済条件、配当の考え方、積立の方法や期間等）記載してください。　





（様式８－８－３）

８－８－３　事業の継続性③（株主のモチベーション確保策）

	　株主の事業継続に対するモチベーションの維持を図る施策について、具体的に記載してください。




備考　必要に応じて枚数を増やしてください。

（様式８―９）

８－９　事業の充実性

	次のような状況が生じた場合に発生する可能性のある利益や、当初から見込んでいる利益について、事業の充実のためにどのような施策を行う予定があるか、なるべく具体的に記載してください。

　・利用料金等の収入実績が、収入見込みを上回った場合

　・資金調達に係る支払利息等が、当初見込み以下になった場合

　・サービス事業に生じる見込みの利益




備考　必要に応じて枚数を増やしてください。

８－１０　入札価格内訳書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式８－１０）

（１）入札価格内訳書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　分
	項　目
	金　額

	施設等整備費の割賦代金

相当分
	元本（ａ）
	

	
	金利
	基準金利（ｂ）
	

	
	
	スプレッド（ｃ）
	

	
	小計（ｄ＝ａ＋ｂ＋ｃ）
	

	維持管理・運営費相当分
	維持管理・運営経費総額（ｅ）
	

	
	利用料金等収入見込額（ｆ）
	

	
	県支払必要額（ｇ＝ｅ―ｆ）
	

	修繕・更新費相当分
	修繕・更新経費（ｈ）
	

	入札価格（県の支払額）
	（ｄ＋ｇ＋ｈ）
	


（２）年度別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	年度
	施設等整備費の割賦代金相当分
	維持管理・運営費相当分
	修繕・更新費相当分

	
	
	維持管理・運営経費
	利用料金等収入見込額
	県支払必要額
	

	平成22年3月
	
	
	
	
	

	平成22年度
	
	
	
	
	

	平成23年度
	
	
	
	
	

	平成24年度
	
	
	
	
	

	平成25年度
	
	
	
	
	

	平成26年度
	
	
	
	
	

	　　…
	
	
	
	
	

	平成41年度
	
	
	
	
	

	　　計
	
	
	
	
	


備考１　基準金利は、東京時間午前10時にテレレート17143項に発表された平成18年4月12日のTSR 

LIBORベース20年物（円－円）金利スワップレート2.573％とします。

２　スプレッドは、様式８－５で提案したものとしてください。

３　維持管理・運営経費総額には、維持管理・運営のための各費目の支出額のほか、ＳＰＣの利益分

を含みます。

４　物価変動は見込まないでください。

５　各金額には、消費税及び地方消費税は含めないでください。

６　施設等整備費の割賦代金相当分については、平成22年３月からの81回払い又は平成22年４月

からの80回払いとしてください。

　　７　施設等整備費の割賦代金相当分、維持管理・運営費相当分県支払必要額並びに修繕・更新費相当分については、様式8-11-4中サービスの対価から消費税及び地方消費税を引いた額と一致させてください。

　　８　利用料金等収入見込額については、様式8-11-2の額から消費税及び地方消費税を引いた額と一致させてください。

　　９　年度欄は適宜追加してください。
  （様式８－１１－１）

８－１１－１　収支計画の前提①（利用料金等収入の考え方）

	利用料金等収入の考え方について記載してください。

（１）利用料金収入

利用料金収入（入園料収入、駐車場利用料金収入、会議室利用料金収入）は、様式5-3に記載した需要推計結果との整合性を確保し、様式5-4に記載した事業者が提案する減免の考え方を加味した料金区分に従って記載してください。

（記載例）

入園料金収入（通常分）
区　分

20～64歳

（○○円）

学生・高校生、

65歳以上（○○円）
小学生、中学生

（○○円）

合計

入園者数

収入

入園者数
収入
入園者数
収入
入園者数
収入
平成22年3月

平成22年度

　　…

平成41年度
小計

入園料金収入（減額対象分）　※割引料金等の減免を予定している場合に記載してください
区　分

○割引（○○円）
○割引（○○円）
○割引（○○円）
合計
入園者数

収入

入園者数
収入
入園者数
収入
入園者数
収入
平成22年3月

平成22年度

　　…

平成41年度
小計

入園料金収入合計

（２）その他収入

サービス事業（レストラン・売店）の収益の一部、協賛金及び広告掲載料等を収入として見込む場合は、それらについても需要推計及び収入推計結果を記載してください。記載に当たっては、客観的なデータを用いることに留意し、使用したデータを明記してください。

推計の根拠がわかりやすいように、フロー図を作成するなどの工夫を適宜行ってください。




備考　必要に応じて枚数を増やしてください。

（様式８－１１－２）

８－１１－２　収支計画の前提②（年度別収入計画）

（単位：円）

	区　　分
	年度

H21
	H22
	H23
	H24
	…
	…
	…
	…
	H41
	合　計

	利用料金収入
	入園料金
	通常分
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	減額対象分
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	駐車場利用料金
	通常分
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	減額対象分
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	会議室利用料金
	通常分
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	減額対象分
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　小　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他の収入
	実費収入
	気づき体験事業実費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	園芸教室・農業講座実費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	県民参加事業参加費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	複写代
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	広告収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	協賛金収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	サービス事業収益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	余裕金運用益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


備考１　金額欄には物価変動を見込まない金額を記入してください。

　　２　利用料金収入について、割引料金等の減免を想定している場合は、通常分と区分し、減額対象分の欄に記載してください。

３　年度欄は適宜追加してください。その他必要に応じて欄を追加してください。

４　他の様式との整合性を確保してください。



（様式８－１１－３）

８－１１－３　収支計画の前提②（平成22年度の収入及び支出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	項　目
	金額
	消費税

	収入
	利用料金等収入
	
	

	
	サービスの対価
	
	

	
	
	本件施設等整備費の割賦代金・支払利息
	割賦代金
	
	

	
	
	
	支払利息
	
	

	
	
	
	小計
	
	

	
	
	維持管理費・運営費
	
	

	
	
	修繕・更新費
	
	

	
	実費収入
	
	

	
	
	気づき体験事業
	
	

	
	
	園芸教室・農業講座事業
	
	

	
	
	県民参加事業
	
	

	
	
	複写代
	
	

	
	
	小計
	
	

	
	広告収入
	
	

	
	協賛金収入
	
	

	
	サービス事業収益
	
	

	
	余裕金運用益
	
	

	
	その他
	
	

	
	合計
	
	

	支出
	人件費
	
	

	
	運営業務費
	
	

	
	維持管理業務費
	
	

	
	植栽管理業務費
	
	

	
	修繕更新業務費
	
	

	
	サービス事業（レストラン・売店事業）費
	
	

	
	割賦原価
	
	

	
	支払利息
	
	

	
	劣後ローン利息
	
	

	
	保険料
	
	

	
	その他
	
	

	
	合計
	
	


備考１　他の様式との整合性を確保してください。

　　　２　上記以外に必要な項目がある場合は適宜追加し、すべての項目を記入してください。

　　　３　サービス事業費（費用）はサービス事業の収益（売上）で賄うことに留意してください。　　　



（様式８－１2）

８－１２　キャッシュフロー計算


備考１　様式に示した項目以外が必要な場合は、適宜追加してください。
２　「その他」については、可能な限り詳細に記入してください。
３　単位は円です。
４　物価変動を見込まない額を記入してください。
５　様式8-11-2～8-12まではマイクロソフトEXCEL形式（ホームページよりファイルのダウンロード可）でA3横書きで提出し、様式間で相互の整合性が確認できるよう計算式及びリンクを残した形で保存したファイルを提出してください。
６　「借入金」「設備借入返済」「支払利息」については様式8-3で提案した借入金別に記入し、内訳を明記してください。
７　積立金は様式8-8-1の運転資金の不足に対する対応策として、配当の一部積立を行うものを指します。その他を想定している場合は、区別し項目を明記してください。

８　計算の前提となる金利水準は、基準金利2.573％（東京時間午前10時にテレレート17143頁に発表された平成18年4月12日のTSR　LIBORベース20年物（円－円）金利スワップレートの中値）に、様式8-5で提案したスプレッドを加えたものとします。
９　1年は365日で計算してください。
10　金利は1年単利で計算してください。
11　各年度は4月から翌年3月までとします。

（様式８－１３）

８－１３　　契約保証金に関する考え方
　神奈川県立花と緑のふれあいセンター（仮称）特定事業に参加するに当たって、グループの契約保証金についての考え方を記載してください。
（記載方法は、ア、イ、ウのどれかに○を付けたうえ、それぞれの指示に従ってください。）
ア　契約保証金を納付する。
イ　次により契約保証金の納付に代える。
・神奈川県債証券の提出
・国債証券の提出
・政府保証のある債券の提出
・銀行が振り出し又は支払保証をした小切手の提供

・銀行又は神奈川県知事が確実と認める金融機関による保証書の提供
（・のどれかに○を付け、枠内に具体的に記載してください。）
ウ　次により契約保証金の免除を受ける。
　　　　 ・代表企業等及び事業者の株主のうち県が適当と認めるものによる

　　　　　 保証（株主保証）
・履行保証保険の付保
（・のどれかに○を付け、枠内に具体的に記載してください。）
なお、株主保証の場合は、株主名を明記してください。履行保証保険を付保する場合には、保険契約書（案）及び保険内容に関する資料を添付してください。



（様式９）

神奈川県立花と緑のふれあいセンター（仮称）特定事業

有価証券報告書等

提出書類確認表

	
	代表企業等
	ＳＰＣに出資する者
	ＳＰＣに劣後ローンを拠出する者

	企業・法人名
	
	
	
	

	年度
	15年度


	16年度


	17年度
	15年度


	16年度


	17年度
	15年度


	16年度


	17年度
	15年度


	16年度


	17年度

	企業単体の貸借対照表及び損益計算書
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	企業単体の減価償却明細表
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	連結決算の貸借対照表及び損益計算書
	－
	－
	
	－
	－
	
	－
	－
	
	－
	－
	

	代替信用補完措置への対応
	
	
	
	


＊該当欄に○印を付してください。なお、列が不足する場合は適宜（２段組み以上も可）表を追加して記入してください。
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